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COP21の長期目標 「化石燃料時代の終焉」への合意 
 
 

 【気温目標】気
温上昇を1.5～

2℃未満 

【GHG排出】 
排出量のピーク 
実質排出ゼロ 

【CO2排出】 
完全脱炭素化 

（GHGより早く） 
エネルギーゼロ

（2050年） 



CAN InternationalのCOP21提言 
 

“Paris outcome should be a 
springboard for the sustained and 

transformative change” 
 

「パリ合意は、持続的で力強い変化への
跳び台とならなければならない」 
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パリ会議に向けた盛り上がり 
①国際世論 

 
重要な「国際政治課題」に 
（国連気候サミット・G7・G20） 

 
 

2014年9月24日、国連気候サミット 

NYを50万人近くの人が各国首脳に
行動を訴えマーチ 
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世界の大都市が連携して行動（C40) 

パリ会議に向けた盛り上がり 
②各主体のイニシアティブ・行動宣言 
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「再生可能エネルギー100％」に 
コミットする世界の企業 
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主要国首脳会議 
（G7サミット） 
ドイツのエルマウにて 

 

 2℃の気温目標 
 世界全体で2050年ま

でに40-70％の削減
（2010年比） 

 世界経済の脱炭素化 
 低炭素経済へ向けたエ

ネルギー部門の改革 

パリ会議に向けた盛り上がり 
③国際政治のアジェンダ 



化石燃料資源 

石油      ガス                  石炭 

2度目標 

“「2℃目標」のため、化石燃料の大半(7割以上）は 
地中に止めておかないといけない” 

エネルギーの作り方・使い方の大転換が不可避 

パリ会議に向けた盛り上がり 
④様々な知見・研究の蓄積 
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KEEP IT IN THE GROUND 
“地中に埋めておけ“ 

＝化石燃料の利用はやめよう 
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パリ会議でのイニシアティブ 
①ミッション・イノベーション 

オーストラリア、ブラジル、カナダ、チリ、中国、デンマーク、フランス、ドイツ、イ
ンド、インドネシア、イタリア、日本、メキシコ、ノルウェー、韓国、サウジアラビア、
スウェーデン、イギリス、アラブ首長国連邦、アメリカ合衆国 
 

【共同宣言】 
• 5年間でクリーンエネルギーへの研究開発に公的資金を倍増させる 
• 投資を行う民間部門・ビジネスリーダーシップと連携する 
• 参加国は、エネルギー・ロードマップを策定・更新し、実施を進め、

情報を共有する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                             (2015.11.30) 
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ブレークスルー・エネルギー連合 
ミッション・イノベーションと連携 

 

ミッション・イノベーションの5年間1兆ドルの投資実現に向けて、ビル・ゲ
イツが、ジョージ・ソロス、孫正義などの20人以上の大富豪家による大規模
な投資グループの形成を発表 
 
Invest Early, Invest Broadly, Invest Boldly, Invest Wisely, Invest 
Together. 
・ビル・ゲイツ：「ゼロカーボンの未来は作れる」 
・「技術革新へのインセンティブ」、「ゼロカーボンへのマーケットの創出
（外部コストの内部化・炭素の価格付け・化石燃料補助金の削減）」「貧しい
国々を公平に扱うこと」 
 
 
 
 
 
 
 
 
※原子力への投資も排除されないのですが…       （2015.11.29） 
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パリ会議でのイニシアティブ 
②国際ソーラー同盟 

モディ印首相・オランド仏大統領 
120カ国が参加 

太陽エネルギーへの投資の誘発に 
 
【宣言】 
• 投資コストの低減・競争力のある太陽光発電の加速度的普及のため

の努力をする 
• 太陽光発電の普及のため、革新的政策、プロジェクトやプログラム、

能力構築、2030年までに必要とされる1兆ドルの投資の動員のため
の資金措置を共同で実施する努力をする 
 
 
 
 

                                                             (2015.11.30) 
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パリ会議でのイニシアティブ 
③「石炭ギャップ」レポート 

Climate Action Tracker 
• 2℃に気温上昇を抑制するためには、新規石炭火力のみならず、既

存の石炭火力も閉鎖していかなければならない。 
• まだ建設に入っていない新規計画をキャンセルすれば、２GtCO2の

排出を抑制できる 
 
 
 

                                                           
 
 
 
 
 
 
 

 
                                                          (2015.12.1) 

 

計画発表 

 

未認可 
 

認可 
 

建設 

 

既存 

2℃に気温上昇

に抑制するため
の排出量の幅 
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パリ会議でのイニシアティブ 
④ダイベストメント運動 

化石燃料への投資から撤退を決定 
（500以上の団体・総額3兆4千億ドル（約400兆円）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

350.orgなどが発表（2015.12.2） 
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パリ会議でのイニシアティブ 
⑤地域リーダーのための気候サミット 

 

C40・ICLEIとともに開催 
「21の解決策」発表 

      Adapt：強靭な都市、災害対策、難民、等 
      Curb：省エネ・再エネ・交通・住宅建築、等 
      Engage：ガバナンス・革新的資金メカニズム、等 
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リマ・パリ行動アジェンダ 
ナスカ・プラットフォーム 

リマCOP20から始まったイニシアティブ 
１万を超える行動の登録 

（2254都市・150地域・2024社・425投資家、235市民社会団体） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パリ会議中に8000→10000以上に（2016.1.28現在） 
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パリ会議でのイニシアティブ 
⑥気候関連の資金情報開示タスクフォース

（TCFD） 
（マイケル・ブルームバーグ議長） 

資金安定化理事会が発足（2015.12.4） 
（マーク・カーニー理事長・イギリス銀行総裁） 

 
TCFDの支援としての提言（2016.1.21） 

   「炭素制約社会における報告と情報開示の検討」  
        Carbon Tracker 

“ポストパリでは、化石燃料関連企業は、
気候リスクに対し、クリーンにならな
ければならない“ 
 

“化石燃料関連企業は、ビジネスモデル
を緊急に再評価しなければならない” 
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パリ会議でのイニシアティブ 
⑦アフリカ再生可能エネルギーイニシアティブ 

 

目標：2020年に追加的に10GW増、 
2030年には300GW以上に（=全ての人に供給） 

（現在の設備容量150GWの2倍） 
 
【共同声明】 
G７・G20でのアフリカの再生可能エネルギーの支援を再確認し、
2015～2020年に先進国全体で1000億円の拠出を約束する 
パートナー国（カナダ・フランス・ドイツ・イタリア・日本・アメリ
カ・イギリス・EU） 
 
 
 
            （( 
                                                                      (2015.12.7) 
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パリ会議でのイニシアティブ 
⑧持続可能な投資フォーラム（SIF）第6回 

 

COP期間中の最大級のビジネスイベント 
     750人の参加者、各分野・地域のパイオニアからの報告 
     主な議論： 
• 低炭素な投資を促す政策導入を、ビジネスがいかに促せるか 
• 化石燃料の座礁資産のリスクを認識し、数十億ドル規模の資本を高炭素から
低炭素へ転換させる規制枠組みの必要性 
• 駆け出しの技術や初期の導入への支援に対する民間投資へのインセンティブ
の付与 
 
 
 
 
 
 
 
 
            
                       (2015.12.7-8） 
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より多くのお金が再生可能エネルギーへ 
化石燃料価格の低下の中でも再エネ投資が増加 

経済の質的転換が始まっている 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                       （出典：BNEF） 

329.3 billion USD 
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ポスト・パリ 
①気候リスクに関する投資家サミット2016 

2016年1月27日 
 

世界の500の投資家が参加 
バンキブン国連事務総長 

「パリ協定の長期目標の達成へのギャップを埋めるため、2020年まで
にクリーンエネルギー投資の倍増を」 
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ポスト・パリ 
②「ギャップのマッピング」レポート 

Mapping the Gap (2016.1.27) 
CERES・BNEF 

クリーンな電力への転換のための資金に関する 
２度目標へのギャップの分析 

 ・２℃シナリオは、今後25年で再エネ電力への12兆ドルの投資機会 
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再生可能エネルギー電力の経済性 
OECD諸国の場合 
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再生可能エネルギー電力の経済性 
非OECD諸国の場合 
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ポスト・パリ 
③ダボス会議（世界経済フォーラム） 

2016.1.20- 
Global Risk Report 2016 

 
790人の専門家が、今後10年のリスクを評価 

最大のリスクは、 
「気候変動の緩和（排出削減）・適応の失敗」 
              

2006年のレポート発行以来           
環境問題がトップになったのは 
初めて 
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まとめ 

 パリ会議は、低炭素・脱炭素への様々な主体の
行動やイニシアティブのショーケースの場で
あった 
 

 動機は、 
 ・気候リスクへの認識の高まり 
   （個人・ビジネス・地域・国家にとって） 
 ・低炭素・脱炭素の技術・ビジネスが「経済 
    合理的」になってきたこと 
    ・高炭素の技術・ビジネスのリスク（座礁 
    資産化）が明確 になってきたこと 
 

◆ パリ協定はこの動きを更に加速させるだろう 
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日本では化石燃料投資への回帰 
石炭火力発電計画の中止 

石炭火力発電所の設備容量  
運転開始年別の既存発電所と新規計画 
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既存発電所 94基 

 4180万kW 

新規計画 47基 
2250万kW 

（万kW） 
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